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１．通信サービスの回復状況の推移

東日本大震災により、ピーク時で通信ビル３８５ビルが機能停止、約１５０万契約の通信サービスがご利用

いただけない状況となった。その後の復旧活動や商用電源の回復により、３月２８日時点で津波等により

著しい被害を受けた５５ビルを除いて機能回復（Ｈ２３.３.３０公表）。

この５５ビルについて、４月末までの復旧を目指して取り組んできた結果、原発エリア（警戒区域）の３ビル、

島嶼部（島外避難地域）の２ビルを除き、予定通り４月末までに機能を回復する見込み。これにより、加入電話・

ＩＳＤＮ、フレッツ光については、ほぼ全てが復旧。
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原発エリア
９ビルを含む 原発エリア（３ビル）

・・・原発の警戒区域
島嶼部（２ビル）
・・・島外避難地域

機能停止ビル数

通信サービス復旧数

約150万
お客様家屋等が甚大
な被害を受けたエリア

落橋や瓦礫撤去の遅
れ等のため一部未回
復（５月中旬復旧予定）

「お客様家屋等が甚大
な被害を受けたエリア」
を除きほぼ全てが復旧
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通信ビル修復
再利用可能なビルは、瓦礫撤去、清掃し、建物内の仮修繕を実施

損壊の激しいビルは、ＢＯＸを設置

電力設備取替
新たな電力設備（受電盤、整流器、バッテリ）を仮設置

移動電源車、発動発電機の活用による電源仮復旧

他局収容
原局の被災が大きく、そのままでは利用が困難な場合においては、他局から

の張り出し装置を設置

通信設備修復 在庫品、計画工事での使用予定の物品を転用し、新たな通信設備を設置

ビ
ル
復
旧

伝送路確保 被災箇所の接続や、仮架空の迂回ルート新設等による応急復旧

アクセス区間の面的復旧

専用線等の復旧により社会インフラ復旧を優先（自衛隊・空港・鉄道等）

在庫品、計画工事での使用予定の物品を転用し、メタル・光ケーブルを応急

敷設

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

切断箇所の接続

迂回ルートの新設

３１ルート

４２ルート

ビル補修

ＢＯＸ設置

受電盤

整流器

バッテリ

交換機

ＩＰ設備

専用設備

ＲＳＢＭ‐Ｆ

電柱

ケーブル

（メタル４００ｋｍ/光４００ｋｍ）

３，６００本

８００ｋｍ

加入電話・ＩＳＤＮ・フレッツ光は、居住エリア全域で概ね復旧

その他のサービス：一部ビルを除き、ＡＤＳＬは概ね復旧、専用線はお客様要望に応じて概ね対応済み
サービスの復旧状況

津波被害が特に大きかったエリアについては、伝送路の仮復旧、他通信ビルへの収容替えや応急復旧用の

可搬型通信設備の設置などの工夫により、まず重要拠点をピンポイントで復旧させ、次に、建物・通信設備、

更にはアクセス区間の応急復旧等の措置により、居住エリアについても概ね全域で復旧。

５月以降は、本格復旧に向け、被災前の信頼度まで復旧させるとともに、被災エリア以外を含め、

災害に強いインフラ作りに取り組むことにより、信頼度の向上を図っていく。

２．復旧における取り組み
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復旧内容復旧方法 工程量

２９ビル

４ビル

２１ビル

２１ビル

３３ビル

８ビル

１５ビル

１７ビル

８ビル

２１装置

２５装置

６９装置

９装置

６８装置

３３装置

１３装置



： 既設ケーブル
： 新設ケーブル気仙大橋

姉歯橋

©NTTME GEOSPACE

３－１．中継伝送路復旧の事例

岩手県 気仙大橋

津波により落橋した気仙大橋とともに中継ケーブルが流出。

ルートを迂回し、川越しにケーブルを長スパン敷設することで中継伝送路を復旧。

【ＳＴＥＰ２】 ケーブル牽引ロープの敷設牽引ロープを対岸へ送り

つり線を敷設
牽引ロープ

牽引ロープ
つり線

【ＳＴＥＰ４】 光ケーブルの固定

ケーブル

繰出点

つり線とケーブル
を束ねて固定

光ケーブルをロープで牽引【ＳＴＥＰ３】

【ＳＴＥＰ１】

復旧後

光ケーブル
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３－２．ビル復旧の事例（１）

宮城県 石巻門脇ビル

移動電源車を配備し接続【ＳＴＥＰ３】【ＳＴＥＰ１】 ビル内外の泥・瓦礫等の掻き出し

浸水を免れた上位階の機械室

【ＳＴＥＰ２】 受電設備を
３Ｆに新設

電力設備が津波により浸水する一方で、通信設備については上位階にあったため、浸水を免れた。

そのため、受電設備を３Ｆへ新設するとともに、移動電源車を配備・接続し、通信サービスを復旧（３/１９）。

（４／２４に商用電源が回復するまでの間､移動電源車３台により給電し対応）

電力設備（１Ｆ）が大きく損傷津波により浸水した門脇ビル
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３－２．ビル復旧の事例（２）

建物内外が大きく損壊

岩手県 鵜住居ビル

津波により、建物が大きく損壊するとともに、電力設備・通信設備とも浸水。

建物の躯体を再利用し応急復旧するとともに、新たな電力設備及び通信設備を設置し、通信サービスを復旧。

（４/１７）

外壁等をビニールシート・ベニヤ板で応急復旧し、建物内に新たに電力設備・
通信設備を設置

【ＳＴＥＰ２】

建物内外の泥・瓦礫等の掻き出し、
被害を受けた設備を撤去

【ＳＴＥＰ１】

防塵・防風雨性の高い外壁に修繕【ＳＴＥＰ３】
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３－２．ビル復旧の事例（３）

宮城県 志津川ビル

津波により、建物が大きく損壊するとともに、電力設備・通信設備とも浸水。

こうした中、行政から通信サービスの早急復旧要望があったため、他ビルから通信設備（ＲＳＢＭ-Ｆ，ＯＬＴ）

を張り出して設置することで、通信サービスを復旧（行政：４/１、その他エリア：４／２６） 。

南三陸町の中心部は甚大な被害建物は残っているものの、内部の損傷が激しく、利用困難な志津川ビル

【ＳＴＥＰ２ （メタル）】

ＲＳＢＭ-Ｆ※を発動発電機で給電

※RSBM-F ： Remote Subscriber Module-Feeder Point メタル回線を多重化して光ファイバでNTTビルへ接続する装置のこと
OLT ： Optical Line Terminal  光回線を終端する装置であり、避難所内に暫定設置（今後、近隣にＩＰ－ＢＯＸを設置予定）

【ＳＴＥＰ１】 【ＳＴＥＰ２ （光）】

： 既設ケーブル
： 新設ケーブル
： メタルのお客様
： 光のお客様 各エリアの加入者ケーブルに

つなぎ込み電話サービスを復旧

ＯＬＴ

ＯＬＴ※から各エリアまで光ケーブルを
敷設し、面的に光サービスを復旧

避難所内に暫定設
置したＯＬＴ

南三陸町仮庁舎
（避難所）

南三陸町の被災エリア外の通信

サービス復旧のため、被災した志

津川ビルの代わりに、気仙沼ビル

から通信設備を張り出して設置

救済エリア

被災エリア

気仙沼ビル

南三陸町仮庁舎
（避難所）

志津川ビル

ＯＬＴ

×２
ＲＳＢＭーＦ

ＲＳＢＭーＦ

ＲＳＢＭーＦ
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３－３．アクセス区間の復旧

津波により電柱やケーブルが大きく被災。

瓦礫の撤去後、電柱を建設し、お客様の居住エリアまでケーブルを敷設・接続し、通信サービスを復旧。

【ＳＴＥＰ１】

瓦礫の撤去後、電柱を建設し、引上げケーブルを敷設

【ＳＴＥＰ２】 架空ケーブル敷設

【ＳＴＥＰ４】 架空ケーブル接続【ＳＴＥＰ３】 マンホール内接続

被災した電柱

水没エリア
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４．原発エリアの復旧

《磐城富岡ビルにおける作業の様子》

放射線管理技師を帯同し、防護服を着用の上、

作業を実施

福島県 磐城富岡ビル

福島第一原子力発電所から半径２０ｋｍ～３０ｋｍエリアをカバーする機能停止ビルを回復するために、

約１０ｋｍ地点にある磐城富岡ビルの機能回復が必要となっていた。

このため、東京電力・東北電力の協力を得て電力を回復するとともに、磐城富岡ビルの復旧作業を実施し、

機能停止ビル６ビルを回復（５ビル：４/１３ １ビル：４/１６）。この結果、携帯電話の基地局用回線も一部回復。

福島第１原発

磐城富岡
福島第2原発

楢葉

大熊
緊急時避難準備区域

（4/22～）

屋内退避指示
半径20-30km
（4/22より解除）

浪江

いわき双葉

葛尾

※白抜き文字が復旧した６ビル

半径20km
避難指示区域

(4/22より警戒区域)

いわき広野

いわき川内

いわき津島

計画的避難区域
（4/22～）
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５．復旧に投入したリソース

復旧に携わる人員数

災害対策機器

ポータブル衛星装置

１，３００名（再）広域支援

２，１００名

６，５００名

被災地対応

後方支援

４，４００名

（再）災害対策本部 １，０００名

災害復旧体制

衛星携帯電話

移動電源車

３９台

２１８台

１０１台

※ピーク時の台数

ＮＴＴ東日本グループをはじめ、ＮＴＴ西日本をはじめとするグループ会社や通建会社からの支援を受け、

６,５００名体制により、復旧に全力で取り組んでいる。

緊急時の通信確保の取り組みとして、ポータブル衛星装置や衛星携帯電話を避難所等に設置すると共に、

移動電源車についても、ＮＴＴグループ各社の支援のもと広域に配備。

通建会社通建会社

グループ会社等による広域支援の展開

ＮＴＴ西日本等

その他のグループ各社

ＮＴＴ西日本等

その他のグループ各社

主な支援内容

大
規
模
被
災
エ
リ
ア

•移動電源車の運用

•特設公衆電話設置

•ポータブル衛星装置の運用

•アクセス系点検・保守

•アクセス系設計・施工

•宅内故障修理 等

ＮＴＴ東日本

グループ各社

ＮＴＴ東日本

グループ各社
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６．東日本大震災の影響額

・被災設備の撤去・除却費用

８００億円＋α

α

４００億円

４００億円

・被災エリアの基本料金無料化

・人的・物的支援の経費
損 益

建 設

・信頼性向上・復興

合 計

・本格復旧

・応急復旧・原状復旧

応急復旧・人的物的支援・被災設備の撤去等に係るコスト等（損益）が４００億円、これに本格復旧、

信頼性向上・復興に係るコスト（建設）が４００億円＋αかかる見込みであり、震災の影響は総額

８００億円＋αとなる見通し。

（うちＨ２２特別損失：約２００億円）
（Ｈ２２・Ｈ２３）

（Ｈ２３～）
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※ 提供地域：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、茨城、

栃木、群馬、長野、新潟にて実施

７．被災者支援の取り組み（１）

避難所等における通信手段確保の取り組み

（1）特設公衆電話の設置

・自治体からの要望にあわせ、避難所等に特設公衆電話

を設置し無料で提供

・有線による特設公衆電話設置が困難な地域については、

ポータブル衛星装置等を活用

（２）インターネット接続環境の設置

・避難所等における安否情報、被災情報等の情報収集を

支援するため、フレッツ光等によりインターネット接続環境

を無料で提供

２０４

２１４

３３６

３，６３２

１，０７６

東日本合計

ＷｉＦｉ環境 １３１８３

設置台数

設置箇所

１５７４７公衆無線ＬＡＮ

２２３１１３インターネット接続

１，０７５２，５５７

４２６６５０
特設公衆電話

その他岩手・宮城・福島
（３）無線ＬＡＮ環境の整備

・被災、避難された方やボランティア等

で活動される方へ無線ＬＡＮ環境を

無料で提供

・ＮＴＴ東日本の公衆無線ＬＡＮサービス“フレッツ・スポット”

の無料開放

（平成２３年４月２６日までの延べ数）

避難所等において、被災者の方々が安否情報、被災情報等の情報を収集することを支援するため、

特設公衆電話やインターネット接続環境を設置し、無料で提供。

このほか、ホテル・駅、ファーストフード店、コーヒーショップ等の人が集まる場所を中心に展開している

フレッツ・スポット提供エリア等、ＮＴＴグループの公衆無線ＬＡＮを無料で開放。
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仮設住宅用として、社宅３０件、３,０００戸（うち３件

２００戸は提供済み）、土地等１０件を自治体へ提示

（釜石上中島ビルの一部は児童館として利用）

（１）社宅等の提供

• 災害用伝言ダイヤル（１７１）および災害用ブロードバンド

伝言板（ｗｅｂ１７１）を提供し、緊急時の安否確認手段を

確保

○首都圏

：震災前日に対し最大約１５倍

（東日本全域 ：～３/１８、東北３県 ：～４/１５）

（平成２３年４月２６日現在）

【震災時の通話回数】

２６万

３３０万

利用数

災害用ブロードバンド伝言板 １７万９万

２７４万５６万災害用伝言ダイヤル

再生数録音数

災害用伝言ダイヤル（１７１）の運用、公衆電話の無料開放、基本料金の無料化（約２００万回線）に加え、

ＩＣＴを活用した被災者支援を実施。

７．被災者支援の取り組み（２）

○岩手・宮城・福島

：震災前日に対し最大約６倍

安否確認に関する取組み

公衆電話の無料開放

【自治体】

【医療分野】

【教育分野】

• 仮庁舎設置等の際、通信サービスの復旧とともに、行政サービス

に必要な通信機器（ビジネスホン、ＦＡＸ、ＰＣ等）を設置

• 避難所にテレビ電話を活用した相談環境を無償提供し、ＮＰＯが

遠隔健康相談を実施（５月以降～宮城県栗原市・岩手県遠野市）

• 被災自治体の教育委員会、各学校向けに、「校務支援システム」

を無償で提供

• 被災地への医療スタッフの派遣（医師・看護師・助産師：計３７名）

自治体、医療・教育分野に対する支援

（1）被災による設備故障や避難指示等により、電話、ブロードバンド等が

利用できなかった期間について、基本料金を無料化（約２００万回線）

（２）仮設住宅等への移転に伴う工事料の無料化

（３）電話料金の支払期限の延長（最長３ヶ月）

仮設住宅入居者向けに電話機を寄贈（当初３万台を準備）（４）電話機の寄贈

基本料金の無料化等

その他

（２）フレッツ光メンバーズクラブにおける義援金の募集（ポイント交換）
12

• 地震当日は被災地だけでなく都内でも帰宅困難者が発生し

携帯電話も通話規制でつながりにくい状況であったことから、

今回初めて東日本エリア全てで公衆電話を無料開放



８．更なる信頼性向上に向けた今後の取り組み

今回の震災を踏まえ、『通信ネットワークの更なる信頼性向上』、『緊急時の通信確保』、『サービスの早期

復旧』の観点で取り組む。

取り組みのポイント目的等

通信ビル通信ビル 水没・浸水に備えたビル対策の強化水没・浸水に備えたビル対策の強化

所内設備

（機械・電力）

所内設備

（機械・電力）
故障の波及エリアの最小化と早期復旧

広域かつ長時間停電に備えた停電対策の強化

故障の波及エリアの最小化と早期復旧

広域かつ長時間停電に備えた停電対策の強化

中継伝送路中継伝送路 広域災害を踏まえた中継伝送路の信頼性向上広域災害を踏まえた中継伝送路の信頼性向上

アクセス設備アクセス設備 震災被害を踏まえたアクセス設備の信頼性確保震災被害を踏まえたアクセス設備の信頼性確保

緊急時の通信確保緊急時の通信確保 通信手段の多様化による輻輳対策の充実通信手段の多様化による輻輳対策の充実

サービスの早期復旧サービスの早期復旧 広域災害時の早期復旧方法の充実広域災害時の早期復旧方法の充実
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